
研究力強化の最大化に向けて
基盤的な教育研究費：

・大学設置の目的が達成できるような基本的な資金の確保（特に、基盤的な
教育経費については間接・直接経費を含めて、競争的な環境での支援は
そぐわない）

・大学や大学連携等の特性を活かした取組みの支援
・学長裁量経費の枠内での学内重点支援（研究戦略（大学色のある分野など）、
人事育成戦略（優秀な若手の雇用、ヤル気を生む環境整備など）、国際戦略、
社会・産業界連携戦略など）

科学研究費補助金：研究の基盤を支える研究費
・直接経費の使途の柔軟化（種目について、十分な考察が必要）
・間接経費割合の柔軟化（全体の増額がない限りは、慎重に検討）

文部科学省所管の各種競争的教育研究資金：
伸び盛りの研究、大型の研究、国や社会ニーズを見据えた研究等の支援

・全体的に各種資金の見直し（個人、大学、連携など実施体制にも配慮）
・直接経費の使途の大胆な柔軟化
・間接経費割合の増加、競争的資金の使途の柔軟化（若手の雇用など）
・大型研究教育資金措置後の支援体制、特に教育経費

19
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｜ 図9-6／国立大学等（自然科学）の内郡使用研究費における自己資金及び外都資金割合の推移 コ
0国立大学等の研究費に占める外部資金の割合は年々増加している。
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・・外部賞金（受庇費、科学研究費、補助金、交付金等）

自己資金（運営費交付金及び施盤盤備費補助金含む）

内部使用研究費
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※総務省「科学妓術研究調査Jに基づき科学設術・学術政策研究所において集計。

出典：科学技術・学術政策研究所「科学技術の状況に係る総合的意磁調査（NISTEP定点調査2013)J（平成26年4月） 10 
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｜ 図9-16／競争的経費（文部科学術齢）の推移 ~ 

0文部科学省所管の競争的経費は、近年犠ばい傾向にある。

（億円）
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注1：『蹟争的な経費（高等教青島）Jとは、『国公私立大学を通じた大学教育改.支極経費等Jを指す。（践争的資金計上分を除く．）

・競争的な経費（高等教

育局）

・競争的な経費（科学技

術3局）

・競争的資金

（年度）

注2:fll争的な経費｛科学控術3局）Jとは、科学技術・学術政策局、研究煩興島、研究開発局所管の科学技術関係予算のうち、大学等の極関へ配分される、蹟争的な性
格を有する事象経費を集計したものである．（蹟争的資金計上分を除く．）
注3：各年度とも当初予算である．「東日本大震災復興特別会計jは含めていない．
注4：蹟争的資金に含まれる科学研究費助成事象に関しては、平成23年度以降は予算額ではなく当額年度に助成する金額で計上している．

出典 ：文部科学省作成
13 



研究力強化の最大化に向けて
基盤的な教育研究費：

・大学設置の目的が達成できるような基本的な資金の確保（特に、基盤的な
教育経費については間接・直接経費を含めて、競争的な環境での支援は
そぐわない）

・大学や大学連携等の特性を活かした取組みの支援
・学長裁量経費の枠内での学内重点支援（研究戦略（大学色のある分野など）、
人事育成戦略（優秀な若手の雇用、ヤル気を生む環境整備など）、国際戦略、
社会・産業界連携戦略など）

科学研究費補助金：研究の基盤を支える研究費
・直接経費の使途の柔軟化（種目について、十分な考察が必要）

・間接経費割合の柔軟化（全体の増額がない限りは、慎重に検討）

文部科学省所管の各種競争的教育研究資金：
伸び盛りの研究、大型の研究、国や社会ニーズを見据えた研究等の支援

・全体的に各種資金の見直し（個人、大学、連携など実施体制にも配慮）
・直接経費の使途の大胆な柔軟化
・間接経費割合の増加、競争的資金の使途の柔軟化（若手の雇用など）
・大型研究教育資金措置後の支援体制、特に教育経費

若手研究者の流動性とポジション確保
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●大学序列の決まり方→教員の評判、学生の偏差値
●大学格差の固定→世界基準での比較の時代に錯誤的
●日米比較

大
学
格
差
定
着

有本章氏のご厚意による

23



論文による大学ランキング（2014 CWTS Leiden University）

論文数

トップ10%論文数
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日本は
移動性
が少ない

1.5回 1.54回 1.60回

１９６５ １９９１ ２００７

●最近は多少増加したが依然と少ない
●大多数の教員は最初に任用された大学に留まる傾向

大学教員市場の閉鎖性
大学序列の
固定化

生涯移動期待値
1.47

CAP調査（2007）

移動回数—経験年数

有本章氏のご厚意による
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インブリーディングの実態

大学教授市場占拠率、系列校、たらい回し人事、温室、弁
証法の欠如、学問的生産性の不振
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項目 日本 米国

階層構造 尖塔型、固定化 中間型、新陳代謝

行動類型 集団主義、間人主義、 個人主義、

人間関係 協調的、タテ型、先輩後輩 競争主義、横型、

移動性 大学間移動少ない、非他流試合 大学間移動多い，他流試合

専門分野の組織 講座制、学問の継承 学科制、非学問の継承

ネポティズム＆イン
ブリーディング

学閥、自校閥、系列校，社会反映
(中央集権、県人会など）

非学閥、非自校閥、非系列校、社
会反映（人種坩堝、連邦制）

マイノリティ対応 ジェンダー問題、男性中心 アファーマティブ・アクション

雇用形態 任期制、契約制は最近導入 任期制、契約制、テニュア制

哲学 性善説、制度的寛容、最近逸脱 性悪説、制度的歯止め、逸脱

グローバル化 外国人教員少、留学生少 外国人教員多、留学生多

研究生産性 学閥は研究生産性に不利 非学閥は研究生産性志向

研究と教育の関係 学部の中で両立せず、研究主義 学部と大学院に棲み分け、両立

研究との関係 同質志向、非弁証法、非創造性 異質志向、弁証法、創造的

教育との関係 研究強調、消極的学修 教育強調、能動的学修

インブリーディングの日米比較

有本章氏のご厚意による
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九州大学
九州工豪大学
福間叙育大学
依賀大学
星崎大学

大分大学
館本大学

寓暗大学
鹿児島大学
鹿島体湾大学

斑獄大学

／ 

北潟遭教湾大学 :lt完工豪大学
北海道大学 必鳴商科大学
組川医科大学 室調工豪大学

•n産大学

筋潟大学
よ超教育大学
畳向後相特大学

山梨大学
信州大学

書川大学
雪紋育大学
徳島大学

高知大学
費媛大学

溢賀大学
滋賀問状学
寮務大学
京都寂育大学
東郷工芸賞施大学

奈良叙育大学
M良女子大学
大顕大学
大飯教育大学

和喜宮山大学
神戸大学
兵庫毅育大学

東京大学

寮奈良工大学
ー銀大学
東京工重量大学
東京芸術大学
東京学芸大学
東京外国II大学

穆縄大学

弘前大学

秋田大学
岩手大学

東北大学
密機殺寄大学
山形大学
福島大学

宇都宮大学

概属大学
筑滋大学

茨緩大学
筑波箆術大学

東京海洋大学

東京回当副司大学
電気通留大学

お策の水女子大学
te玉大学
千海大学
銚浜国立大学

浜松厨尊大学
名古屋大学
名古庫工豪大学
費知，E育大学
鐙磁首相等学大学
般S大学
三量大学
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｜ 地方における国立大学の存在感
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都市圏以外で多くの学生を受け入れ、強み・特色を活かした取組を展開！
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4.国立大学は地績への貫献が不十分？

国立大学は、地方における産学連機の中核を担うとともに、その教育研究活動により、 地域全体に大きな経済

波及効果。

・中小企業との共同研究実績（件数ペースト上位50大学

国立大学 公立大学 私立大学 寸

三大. その他 三大郷 その他 三大. その他
F野田 ~犠 命園 担色担底 1'i圃 虫色結

大学鍛 川敏 32t受 2校 ot愛 2綬 0敏

l.081f* 1.6鎚件 110件 。件 96件 0件

体.の 37也 56'- 4也 。恒 ぬ 。、
シェア

｛平震20j事a大学”にsけるIt司E遺I！・•i健施紋潔から作成｝

・平成22年度国の施策並びに予算に関する鑓案・要望
（平成21年7月14日全国知事会）

4国立大学法人運営費交付金の在り方
国立大学が安定的な運営の下で、高等教育への準掌機
会の保障や中核的な人材の育成、行政・民間企業等との

連慢による貢献など地爆における「知の極点1としての軍
要な機能、役割巷持続的に果たせるよう、必要な運営費

交付金を措置すること。

.国立大学が地方にあることにより、織々な経済波及効果

が発生。 （中規模国立大学の事例）

｛平成19J事－方＊司障が鎗血院にJUま.，－a~a•分続）

・企業と遭慌の上、異なる学問領績の研究者が共同し、特産のブドウ
中の老化抑制物質の効果を網鍵的、多角的かつ系統的に横値。
（山梨大学）
・セラミックス関連研究繊関等と連機し、セラミックス環境材料工学の教
育研究に取り組み、地犠養成の高い、技術イノベーションに強い人材
を育成。（名古屋工業大学）
・県、企業と連悔し、徳島県のLEDバレー情想を視野lこ、LEDライフ
（生命、匡療）産集創出のための基礎妓術の研究・開発と地績におけ
る人材育成のための槌点を形成。（徳島大学）
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I 地方の国立大学が置かれた背景と取組 ｜ 
「 地域ヵt{；ペニ完シ推進の核となって~
＊大学発ペンチャー企業股立数の伸び率

【平成13年度を100とする］

大企業の多くが都市圏に集中している。

貴資本金1億円以上の企業の本社所在地

：：：二二二二二二二二二二二三乙之さ二二二：

23，，舗
100 

100 －一一一一一一－－－－－・一一一一ー一一一ーー，。

.市簡｛東京・＋大Ii・＋名古••＞ ・その

t白鳥】Sl図息遣『『司t~，.ひと・しごと錫金~・』‘~a•1111守チームヒアリング資軍司』
(2014隼10月38）より作成

皐刷ltl~帽dl 寧，.，0.院dl

－ーー・耐圃，首里司匝・＋苧••＋神蝿11111・＋::it属病＋•・tit ＋保障鳳》

r－ ーその他 I 幽奥｝臼窓－~時研究扇『大＇＊·ベンテャーに闘する‘il周.実魔’E
告.J(2009年3月｝よりfflil

育学生が地π就職を希望しない理由
。 10 20 30 ‘。
－ー」一一一斗一一 Lー志留する念•b<l.tいから II JS..1 

.舎の方.o<~’ーだから ’32.6 
亀厳にとらわれず僑ぎたいから ’31.S 

M”が~そうだから 1ム
．．． 

＊＇・傘・b<l.tいから 1S・F
． 

都市部よりもその他の他方で多く股立されている．

貴中小企業との共同研究に伴う研究費受入額
の上位30大学 〔平成24年度実績〕

国立文学 ｜ 公立大字
』 司三大町 ・｜ その他

女民間企業との共同研究の上位30大学
［平成24年度実績〕

－h

，．m 

公立大司R

三大・緬「 その

幽奥｝マイナピUf'la・.耳~•r201s..マイナピ文字!l:Uターン・絡先－に”
する鋼葦』（201＇年aJt＞よリ作成 若草30位が間像で2大寧あるため．’t31大学と~ヲている．

出実）;!t・4ヰ司E省f平成241事皮大~，，におけるIt'!雰遺····~~についてJより作成

資本金の大きな企雛は都市．に集申レ、若者の流出は、
蝕宵C蹴闘しだい~鍵がないことが一因である． 「 制がイノベーション胤の銭となっている． コ



任期制と教員構成のピラミッド型化が進行

若手
適用

年輩
不適用

流動性の不発
1997年
導入

年輩増加

逆ピラミッド型
教員構成

30歳以下の
人口減少

移動性
欠如

潜在力の
後退加速
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我が国の大学の教育研究費（国大協、未定稿＋私案）

国には、厳しい財政状況の下ではあるが、その中で、特に教育研究経費の配分につい
ては、教育研究の特性である多様性、長期的な視野、自由な発想等の重要性に鑑みて、
次のような基本的な考え方に基づくべきである。

基盤的な教育経費は安定的な運営費交付金で保証する。 ー＞ 今以上の運営費交付
金の削減は行わない

基盤的で個々の大学や大学で行う研究者の教育を支える研究や独自の研究についても
運営費交付金で安定的に確保する。 ー＞ 今以上の運営費交付金の削減は行わない

研究者の個々の自由な発想に基づいたボトムアップ研究は、文部科学省科学研究費補
助金で支援する。 ー＞ 基盤B以下、若手A, Bの採択数増加、大型種目の位置づけ再
考

大学・研究組織の連携で展開する研究・教育を推進する。 ー＞ 運営費交付金の一部
（特別経費等）と文部科学省内の競争的資金の一部を一体的に活用できるよう柔軟かつ
競争的に支援する。

各省庁が牽引する社会ニーズに対応するための研究費については、各制度の趣旨・目
的や相互の関連性を整理する。 ー＞ 大学間、連携グループ間、あるいは個人間での
競争性に基づいた配分方法により支援する。
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Jamil Salmi (World Bank), 2013

後は、ほどよく、じっくり煮込めば良い
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